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2. 証券情報

売上高
当期純利益

株主資本額

160,546,000,000

29,450,000,000
140,861,000,000

2017/12

1株当たり純利益(基本)
1株当たり純利益(希薄後)
1株当たり配当額

4.77
4.76
1.97

(USD)

(USD)

(USD)

(USD)

(USD)

(USD)

2017/12

普通株式

米国

   <チャート>(※2)を参照のこと。

2017/1/1～2017/12/31

年間最高値
年間最安値

43.030
32.550

(USD)

(USD)

■備考

(出典：年次報告書)

ティッカー: T

1. 発行者情報

電話サービス会社。無線通信やインターネット関連の事業も手がける。

米国デラウェア州会社法 株式会社

12月

6,495,231,088 (2017/12/31時点)

AT&T INC.

<会計基準>米国会計基準

年次報告書(※1)

USD:米ドル

同社年次報告書（※1）を参照のこと。

https://www.sec.gov/Archives/edgar/data/732717/000073271718000009/ex13.htm

2018/4/9更新日(年次)：

ＡＴ＆Ｔ ＩＮＣ

≪ご留意いただきたい事項≫

（注1）本資料は、金融商品取引法に従って作成したものであり、当該外国証券に関する詳細かつ完全な情報が記載されているものではありません。

（注2）外国証券は、国内の金融商品取引所に上場されている場合、又は募集・売出し等の届出が行われた場合を除き、金融商品取引法に基づく企

業内容等の開示が行われておりません。

（注3）本資料は年次報告書、目論見書などに基づいて作成したものであるため、記載された決算期が直近に終了した決算期より古い場合や、年次

報告書、目論見書などで開示された後の決算数字修正や直近の株式分割等を反映していない場合がありますので、ご了承ください。また本

資料には、年次報告書、目論見書などに記載されている、主たる上場取引所以外の他の取引所への上場の状況が原則として記載されます。

この場合、実際には他の取引所に上場されているものであっても、年次報告書、目論見書などに記載がされていなければ、注記されないこ

とがあります。

（注4）株価（価格）の推移の記載のあるものは、特に注記のない限り、原則として本資料作成の対象となる会計年度の期間を対象としています。

株式分割、株式併合、または資本の増減があった場合には、それ以前の株価を遡及修正しています。

1983年（米国デラウェア州登記年）

<チャート>(※2)
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作成日：2016/10/26 

3.投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす事実の発生（※） 

＜ティッカー＞ T 

＜会社名＞ AT&T INC. 

＜証券情報等の提供又は公表に関する内閣府令第15条第1項に該当する事実の発生＞ 

重要事実：買収 

（１） 内容 

 AT&Tとタイム ワーナーは2016年10月22日、「AT&Tがタイム ワーナーを買収する契約を両

社間で交わした」と発表した。 

公表資料によると、AT&Tはタイム ワーナー株式 1株につき 107.50米ドルを支払う。そのう

ちの 53.75米ドルは現金、残りの 53.75米ドルは AT&Tの株式になる予定。 

両社の取締役会は本買収案を承認しているが、今後、タイム ワーナーの株主の承認を得るこ

と、米司法省の審査に通ることが必要で、2017年末までに手続きが完了する見込みである。 

（２）タイム ワーナー（ニューヨーク証券取引所上場、ティッカー TWX）の概要 

本店所在地： One Time Warner Center, New York, NY 10019-8016, USA 

事業内容： ケーブルテレビネットワーク、有料テレビサービス、映画などを手がける。 

発行済株式数： 1,652 （百万株） 

総資産額： 63,848  （百万米ドル） 

負債額：  40,200 （百万米ドル） 

株主資本額： 23,619 （百万米ドル） 

売上高：  28,118 （百万米ドル） 

当期純利益： 3,833  （百万米ドル） 

※2015年 12月 31日時点のデータ（年次報告書から） 

●参考資料（2016年 10月 22日付公告から）

https://www.sec.gov/Archives/edgar/data/1105705/000095015716002366/ex99-1.htm 

（※）本書面は、金融商品取引法第 27 条の 32 の 2 第 2 項および証券情報等の提供又は公表に関する内

閣府令第 15条第 1項が定める「投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす事実の発生」をお知らせするもの

です。 
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